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Profile
▪ 池田泉州ホールディングス
設 立 日 平成21年10月1日
所 在 地 大阪市北区茶屋町1８番1４号
資 本 金 1,029億円
事業の内容 銀行、その他銀行法により子会社とすることが

できる会社の経営管理及びこれに付帯関連する
一切の事業

従 業 員 数 116名
上場取引所 東京証券取引所

▪ 池田泉州銀行
設 立 日 昭和26年9月1日
所 在 地 大阪市北区茶屋町1８番1４号
資 本 金 61３億円
預 金 ４兆８,４８2億円
貸 出 金 ３兆８,111億円
店 舗 数 1４1カ店
従 業 員 数 2,４71名

▪ 池田泉州TT証券
設　立　日 平成25年1月３0日
所　在　地 大阪市北区茶屋町1８番1４号
資　本　金 12億5,000万円
店　舗　数 ４カ店
従 業 員 数 95名
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